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後
期
高
齢
者
医
療
制
度
加
入
の
皆
さ
ん
へ

保
険
年
金
課
高
齢
者
医
療
担
当　

７
７
５-

５
１
２
５

（
市
役
所
１
階
10
番
窓
口
）　

７
７
５-

９
８
２
７

保
険
料
額
納
入
通
知
書
を

７
月
中
旬
に
郵
送

　

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
は
、
毎
年
住

民
税
の
確
定
後
に
、
被
保
険
者
本
人
と
世

帯
主
の
収
入
に
応
じ
て
算
定
し
ま
す（
本

算
定
）。
平
成
23
年
度
の
後
期
高
齢
者
医

療
保
険
料
額
の
決
定
通
知
書
兼
納
入
通
知

書
は
７
月
中
旬
に
郵
送
し
ま
す
。

　

保
険
料
は
、
全
て
の
被
保
険
者
に
掛
か

り
ま
す
。
保
険
料
額
は
被
保
険
者
が
等
し

く
負
担
す
る「
均
等
割
」（
年
間
４
万
３
０

０
円
）と
、
所
得
に
応
じ
て
負
担
す
る「
所

得
割
」（
所
得
割
率
７
・
75
㌫
）の
合
計
で

計
算
し
ま
す
。
均
等
割
額
と
所
得
割
率

は
、
原
則
と
し
て
県
内
は
均
一
で
す
。
年

間
の
保
険
料
の
限
度
額
は
50
万
円
で
、
世

帯
主
や
被
保
険
者
の
所
得
に
応
じ
て
軽
減

し
ま
す
。

年
金
天
引
き
か
ら

口
座
振
替
へ
変
更
で
き
ま
す

　

保
険
料
が
年
金
天
引
き（
特
別
徴
収
）さ

れ
て
い
る
人
と
、
こ
れ
か
ら
年
金
天
引
き

さ
れ
る
人
は
、
支
払
い
方
法
を
口
座
振
替

に
変
更
で
き
ま
す（
年
金
天
引
き
を
希
望

す
る
場
合
は
、
手
続
き
不
要
）。 「
年
金
天

引
き
」「
口
座
振
替
」の
ど
ち
ら
も
、
支
払

う
保
険
料
額
は
同
じ
で
す
。

■
変
更
手
続
き

①
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
納
付
方
法
変

更
申
出
書
②
口
座
振
替
依
頼
書（
①
②
と

も
保
険
年
金
課
に
あ
る
、
郵
送
も
可
）に

必
要
事
項
を
記
入
し
て
、保
険
証
、預（
貯
）

金
通
帳
、
口
座
届
け
出
印
を
用
意
し
て
、

保
険
年
金
課
へ

■
留
意
点

●
年
金
天
引
き
の
場
合
は
、
保
険
料
が
年

金
受
給
者
自
身
の
社
会
保
険
料
控
除
に
な

り
ま
す
が
、
口
座
振
替
の
場
合
は
、
口
座

振
替
で
支
払
っ
た
人
に
適
用
さ
れ
ま
す
。

こ
れ
に
よ
り
、
世
帯
全
体
の
所
得
税
や
住

民
税
が
減
額
に
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

●
変
更
手
続
き
を
し
て
か
ら
、
年
金
天
引

き
が
中
止
さ
れ
る
ま
で
に
は
３
、
４
カ
月

か
か
り
ま
す
。

●
支
払
い
方
法
を
口
座
振
替
に
変
更
し
た

後
、
残
高
不
足
な
ど
に
よ
り
引
き
落
と
し

が
で
き
な
か
っ
た
場
合
は
、
年
金
天
引
き

に
戻
す
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

新
し
い
保
険
証
は

７
月
下
旬
に
郵
送

　

後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
証（
保
険

証
）は
８
月
１
日（
月
）に
更
新
に
な
り
ま

す
の
で
、
新
し
い
保
険
証
を
7
月
下
旬
に

郵
送
し
ま
す
。
記
載
内
容（
住
所
・
氏
名

な
ど
）と
裏
面
の
注
意
事
項
を
確
認
し
て

く
だ
さ
い
。

　

有
効
期
限
が
過
ぎ
た
保
険
証
は
、
保
険

年
金
課
ま
た
は
各
支
所
・
出
張
所
へ
返
却

す
る
か
、
は
さ
み
な
ど
で
切
っ
て
処
分
し

て
く
だ
さ
い
。

■
負
担
割
合

　

保
険
証
に
は
、
医
療
機
関
な
ど
で
受
診

す
る
時
の
窓
口
負
担
割
合
が
記
載
さ
れ
て

い
ま
す
。
こ
の
割
合
は
、
世
帯
状
況
と
平

成
22
年
中
の
市
・
県
民
税
の
課
税
標
準
額

に
応
じ
て
判
定
し
ま
す（
表
１
参
照
）。

　

現
役
並
み
所
得
者（
３
割
負
担
）で
も
、

収
入
を
考
慮
し
た
再
判
定
の
基
準
が
設
け

ら
れ
て
い
ま
す（
表
２
参
照
）。
該
当
す
る

場
合
、
医
療
機
関
な
ど
で
受
診
す
る
時
の

窓
口
負
担
割
合
が
１
割
に
な
り
ま
す
の

で
、
保
険
年
金
課
へ
申
請
し
て
く
だ
さ

い
。

※
申
請
に
は
、
保
険
証
と
確
定
申
告
書
の

写
し
な
ど
収
入
が
分
か
る
も
の（
公
的
年

金
以
外
の
収
入
の
あ
る
人
）が
必
要
で
す
。

【表1】負担割合を判定する所得基準【表2】後期高齢者医療制度・負担割合の再判定基準

区　　分 医療機関の
窓 口 負 担

市 県 民 税 
課税標準額

一般・低所得者 1割 145万円未満

現役並み所得者 3割 145万円以上

※一般所得者は住民税課税世帯、低所得者は
住民税非課税世帯です。負担割合は、同一
世帯に属する被保険者だけの所得で判定しま
す。

世帯の状況
収　入　額

（必要経費などを差し引く前 
の収入額の合計）　　　　

負担割合

被保険者が2人以上 各被保険者の収入額合計が
520万円未満

1割
被保険者が1人 383万円未満

被保険者が1人
（同一世帯内に70～
74歳の人がいる）

他の世帯員（70～74歳の人）
を含めた収入が520万円未
満
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国
民
健
康
保
険
加
入
者
の
皆
さ
ん
へ

保
険
年
金
課
国
保
資
格
・
課
税
担
当　

７
７
５-

５
１
３
６

（
市
役
所
１
階
８
番
窓
口
）　

７
７
５-

９
８
２
７

新
し
い
高
齢
受
給
者
証（
藤
色
）

を
７
月
下
旬
に
郵
送

　

国
民
健
康
保
険（
国
保
）高
齢
受
給
者
証

（
藤
色
）は
、
８
月
１
日（
月
）に
更
新
に
な

り
ま
す
の
で
、
新
し
い
高
齢
受
給
者
証
を

７
月
下
旬
に
郵
送
し
ま
す
。
有
効
期
限
が

過
ぎ
た
高
齢
受
給
者
証
は
、
保
険
年
金
課

ま
た
は
各
支
所
・
出
張
所
へ
返
却
す
る

か
、
は
さ
み
な
ど
で
切
っ
て
処
分
し
て
く

だ
さ
い
。

■
負
担
割
合

　

国
保
加
入
者
は
、
70
歳
の
誕
生
日
の
翌

月（
１
日
生
ま
れ
の
人
は
誕
生
月
）か
ら
75

歳
の
誕
生
日
の
前
日
ま
で
は
、
高
齢
受
給

者
証
を
医
療
機
関
な
ど
の
窓
口
で
提
示
す

る
こ
と
で
、
１
割（
平
成
24
年
４
月
か
ら
は

２
割
）ま
た
は
３
割
負
担
に
な
り
ま
す
。負

担
割
合
を
判
定
す
る
所
得
基
準
は
後
期
高

齢
者
医
療
制
度
と
同
様
で
す（
12
ペ
ー
ジ

表
１
参
照
）。
負
担
割
合
の
判
定
は
、
同

一
世
帯
に
属
す
る
70
〜
74
歳
の
国
保
加
入

者
の
所
得
を
基
に
行
う
た
め
、
同
一
世
帯

の
人
は
同
じ
負
担
割
合
に
な
り
ま
す
。

※
75
歳
の
誕
生
日
か
ら
は
後
期
高
齢
者
医

療
制
度
に
加
入
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

■
負
担
割
合
の
再
判
定

　

現
役
並
み
所
得
者（
３
割
負
担
）で
も
、

収
入
を
考
慮
し
た
再
判
定
基
準
が
設
け
ら

れ
て
い
ま
す（
表
３
参
照
）。

　

該
当
す
る
人
は
、
①
国
保
被
保
険
者
証

（
保
険
証
）②
国
保
高
齢
受
給
者
証
③
公
的

年
金
以
外
の
収
入
が
あ
る
人
は
、
確
定
申

告
書
の
写
し
な
ど
収
入
の
分
か
る
物
を
用

意
し
て
、
保
険
年
金
課
へ
申
請
し
て
く
だ

さ
い
。

　

同
一
世
帯
内
の
70
歳
以
上
の
人
が
国
保

を
加
入
・
脱
退
し
た
時
や
、
所
得
額
の
変

更
が
あ
っ
た
時
は
、
負
担
割
合
を
さ
か
の

ぼ
っ
て
変
更
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

※
医
療
機
関
に
か
か
る
時
は
、
保
険
証
と

高
齢
受
給
者
証
を
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

年
金
天
引
き
か
ら

口
座
振
替
へ
変
更
で
き
ま
す

　

国
民
健
康
保
険
税
が
年
金
天
引
き（
特

別
徴
収
）さ
れ
て
い
る
人
と
、
こ
れ
か
ら

年
金
天
引
き
さ
れ
る
人（
７
月
上
旬
に
発

送
す
る
納
税
通
知
書
で
確
認
し
て
く
だ
さ

い
）は
、
支
払
い
方
法
を
口
座
振
替
に
変

更
で
き
ま
す（
年
金
天
引
き
を
希
望
す
る

人
は
手
続
き
不
要
）。

※「
年
金
天
引
き
」と「
口
座
振
替
」の
ど
ち

ら
も
年
税
額
は
同
じ
で
す
。

■
変
更
手
続
き

　

①
特
別
徴
収
中
止
申
出
書
②
口
座
振
替

依
頼
書
に
必
要
事
項
を
記
入
し
て
、
健
康

保
険
証
、
預（
貯
）金
通
帳
、
口
座
届
け
出

印
を
用
意
し
て
、
保
険
年
金
課（
市
役
所

１
階
８
番
窓
口
）へ

※
必
要
な
書
類
は
保
険
年
金
課
に
あ
り
ま

す（
郵
送
も
可
）。

■
留
意
点

●
年
金
天
引
き
の
場
合
、
納
付
さ
れ
た
保

険
税
は
年
金
受
給
者
自
身
の
社
会
保
険
料

控
除
に
な
り
ま
す
が
、
口
座
振
替
の
場
合

は
、
口
座
振
替
で
支
払
っ
た
人
に
適
用
さ

れ
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
世
帯
全
体
の
所

得
税
や
住
民
税
が
減
額
に
な
る
こ
と
が
あ

り
ま
す
。

●
手
続
き
後
、
年
金
天
引
き
を
中
止
す
る

ま
で
に
は
３
、
４
カ
月
か
か
り
ま
す
。

●
支
払
い
方
法
を
口
座
振
替
に
変
更
し
た

後
、
残
高
不
足
な
ど
に
よ
り
引
き
落
と
し

が
で
き
な
か
っ
た
場
合
は
、
年
金
天
引
き

に
戻
す
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

【表3】国保・負担割合の再判定基準

世帯の状況
収 入 額 

（必要経費などを差し引
く前の収入額の合計）

負担割合

70～74歳の国保加
入者が2人以上

該当者の収入合計
が520万円未満

１割負担
（平成24年
4月以降
は2割）

70～74歳の国保加
入者が1人 383万円未満

70～74歳の国保加
入者が1人、かつ
同一世帯内に後期
高齢者医療制度に
移行した旧国保加
入者がいる

後期高齢者医療制
度に移行した旧国
保加入者を含めた
収入合計が520万円
未満

麻しんおよび風しんの定期予防接種
高校２年生も接種可能に

　平成23年度に限り高校2年生相当の年齢の人は
麻しんおよび風しんの予防接種を受けられます。
麻しんおよび風しんの海外への持ち出しや海外か
らの持ち込みを防止するため、修学旅行などで海
外に行く高校2年生相当の年齢の人は接種を受け
るようにしてください。なお高校2年生相当の年
齢時に接種した場合、翌年度に予防接種はできま
せん。
▶対象　平成6年4月2日～7年4月1日生まれ
（高校2年生に相当する年齢の人）　▶接種期間　
平成24年3月31日（土）まで　▶接種回数　1回　
▶費用　無料　▶持ち物　母子健康手帳、健康保
険証、予診票（市内実施医療機関、保健センター
にある。保護者が同伴しない場合の予診票は市民
課、各支所・出張所にもある）　▶接種場所　市
内実施医療機関

⇨健康推進課（保健センター内） 774－1411
　 776－7355
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介
護
保
険　

65
歳
以
上
の
皆
さ
ん
へ

高
齢
介
護
課　

７
７
５-

５
１
２
７

　

７
７
６-

８
８
７
２

　

●
納
入
通
知
書
を
７
月
上
旬
に
郵
送

　

第
１
号
被
保
険
者（
65
歳
以
上
）へ「
納

入
通
知
書（
介
護
保
険
料
額
決
定
通
知

書
）」を
７
月
上
旬
に
郵
送
し
ま
す
。
具
体

的
な
納
め
方
は
、
同
封
の
し
お
り
を
ご
覧

く
だ
さ
い
。

　

平
成
23
年
度
中
に
65
歳
を
迎
え
、
老
齢

基
礎
年
金
、
退
職
年
金
、
遺
族
年
金
、
障

害
年
金
の
受
給
が
６
月
以
降
に
始
ま
る
人

は
、
平
成
24
年
２
月
ま
で
は
普
通
徴
収（
納

付
書〈
コ
ン
ビ
ニ
で
の
納
付
可
〉か
口
座
振

替
）で
納
付
し
、
平
成
24
年
４
月
以
降
に

特
別
徴
収（
年
金
天
引
き
）が
始
ま
り
ま
す

（
図
１
参
照
）。

　

第
２
号
被
保
険
者（
40
〜
64
歳
）は
加
入

し
て
い
る
健
康
保
険
の
保
険
料
と
一
緒
に

納
め
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す（
図
２
参

照
）。

　

●
保
険
料
Ｑ
＆
Ａ

Ｑ　

保
険
料
は
、
な
ぜ
納
め
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
の
で
す
か
？

Ａ　

介
護
保
険
制
度
で
は
、
40
歳
以
上
の

全
て
の
人
が
保
険
料
を
納
め
る
こ
と
に

な
っ
て
い
ま
す
。
皆
さ
ん
が
負
担
す
る
保

険
料
で
介
護
保
険
事
業
を
運
営
し
て
い
ま

す
。
介
護
が
必
要
に
な
っ
た
と
き
に
安
心

し
て
利
用
す
る
た
め
に
も
保
険
料
の
納
付

は
大
切
で
す
。
保
険
料
を
滞
納
す
る
と
介

護
サ
ー
ビ
ス
利
用
す
る
時
に
、
給
付
を
制

限
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
の
で
、
注
意
し

て
く
だ
さ
い
。

Ｑ　

特
別
徴
収
に
な
っ
て
い
ま
す
が
、

４
・
６
月
の
保
険
料
は
ど
の
よ
う
に
決
ま

る
の
で
す
か
？

Ａ　

保
険
料
決
定
前
の
期
間
を
仮
徴
収
期

間
と
し
、
基
本
的
に
２
月
と
同
額
を
天
引

き
し
、
７
月
の
保
険
料
決
定
後
に
年
額
を

８
月
以
降
の
期
間
で
調
整
し
ま
す
。

Ｑ　

特
別
徴
収
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
口
座

振
替
に
変
更
す
る
に
は
ど
う
す
れ
ば
い
い

で
す
か
？

Ａ　

介
護
保
険
料
が
特
別
徴
収
の
人
は
、

口
座
振
替
に
変
更
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ

ん
。
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
と
は
仕
組

み
が
異
な
り
ま
す
の
で
、
注
意
し
て
く
だ

さ
い
。

　

●
保
険
料
の
納
付
相
談

　

介
護
保
険
料
の
納
付
で
困
っ
た
と
き

は
、
高
齢
介
護
課（
市
役
所
２
階
③
番
窓

口
）へ
相
談
し
て
く
だ
さ
い
。

【図１】　特別徴収（年金天引き）の開始時期

【図2】　介護保険料の納付方法

　年金（年額18万円以上）の受給開始が４月の人は、10月から介
護保険料の年金天引きが開始されます。また年金の受給開始が
6・8・10月の人は平成24年4月から、12月以降の人は平成24
年6月以降から天引きが開始されます。
※受給手続き時期により、下記のとおりにならない場合があり
ます。
年金支給月
平成23年
4月　　 6月　　　 10月　　 12月 　　      4月  　　6月以降

平成24年

●天引き開始◎12月以降受給開始

　第１号被保険者の保険料は高齢介護課へ、第2号被保険者の
保険料は所属する健康保険へ直接問い合わせてください。

第2号被保険者
（40 ～ 64歳）

第１号被保険者
（65歳以上）

健康保険料と一緒に
納付

納付書・口座振替・
年金天引きによる納付

◎受給開始 ●天引き開始

◎6～ 10月受給開始 ●天引き開始

　

７
月
４
日（
月
）以
降
に
発
行
す
る
介
護

保
険
料
と
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
の
納

付
書
は
、
市
税
な
ど
と
同
様
に
全
国
の
主

な
コ
ン
ビ
ニ
で
納
付
が
で
き
ま
す
。

▼
取
り
扱
い
で
き
る
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス

ト
ア（
50
音
順
）

a
m
／
p
m
、
エ
ブ
リ
ワ
ン
、
く
ら
し
ハ

ウ
ス
、コ
コ
ス
ト
ア
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・

ス
ト
ア
、
サ
ー
ク
ル
Ｋ
、
サ
ン
ク
ス
、
ス

リ
ー
エ
イ
ト
、
ス
リ
ー
エ
フ
、
生
活
彩

家
、
セ
ー
ブ
オ
ン
、
セ
ブ
ン
-イ
レ
ブ
ン
、

デ
イ
リ
ー
ヤ
マ
ザ
キ
、
フ
ァ
ミ
リ
ー
マ
ー

ト
、
ポ
プ
ラ
、
ミ
ニ
ス
ト
ッ
プ
、
ヤ
マ

ザ
キ
デ
イ
リ
ー
ス
ト
ア
ー
、
ロ
ー
ソ
ン

※
次
の
①
〜
⑤
の
場
合
は
、
コ
ン
ビ
ニ
で

の
納
付
は
で
き
ま
せ
ん
。
金
融
機
関
な
ど

を
利
用
し
て
く
だ
さ
い
。

①
バ
ー
コ
ー
ド
が
印
字
さ
れ
て
い
な
い

②
納
付
書
１
枚
当
た
り
の
金
額
が
30
万
円

を
超
え
る

③
取
り
扱
い
期
限
が
過
ぎ
た

④
金
額
の
訂
正
が
あ
る

⑤
傷
、
汚
れ
な
ど
で
バ
ー
コ
ー
ド
が
読
み

取
れ
な
い

●
納
付
は
便
利
な
口
座
振
替
も
あ
り
ま
す
。

介
護
保
険
料
・
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

も
コ
ン
ビ
ニ
で
納
付
が
可
能
に

高
齢
介
護
課　

７
７
５-

５
１
２
７

　

７
７
６-

８
８
７
２

保
険
年
金
課　

７
７
５-

５
１
２
５

　

７
７
５-

９
８
２
７

40歳　　　　　　　　　　 64歳　　   65歳
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既
存
木
造
住
宅
の
耐
震
診
断
・

耐
震
改
修
費
用
を
補
助

建
築
指
導
課　

７
７
５-

８
４
９
０

　

７
７
５-

９
８
７
２

　

木
造
住
宅
の
地
震
に
対
す
る
安
全
性
を

向
上
さ
せ
、
地
震
に
強
い
住
宅
の
整
備
を

促
進
す
る
た
め
、
木
造
住
宅
の
耐
震
診
断

（
一
般
診
断
・
精
密
診
断
）や
耐
震
改
修
を

実
施
す
る
人
に
費
用
の
一
部
を
補
助
し
ま

す
。

●
耐
震
診
断

▼
対
象
建
築
物　

木
造
住
宅
で
昭
和
56
年

５
月
31
日
以
前
に
着
工
さ
れ
た
戸
建
て
住

宅
ま
た
は
２
分
の
１
以
上
を
住
宅
と
す
る

兼
用
住
宅
で
次
の
①
〜
③
の
す
べ
て
に
該

当
す
る
物

①
補
助
対
象
者
本
人
ま
た
は
そ
の
２
親
等

以
内
の
親
族
が
所
有

②
在
来
軸
組
工
法
ま
た
は
枠
組
壁
工
法
に

よ
っ
て
建
築

③
階
数
２
以
下

※
建
築
基
準
法
に
適
合
し
て
い
る
こ
と
が

必
要
で
す
。

▼
補
助
対
象　

対
象
建
築
物
に
居
住
し
、

市
税
を
完
納
し
て
い
る
人

▼
補
助
金
額　

耐
震
診
断
費
用
の
２
分
の

１
の
額（
予
算
の
範
囲
内
で
、
２
万
５
千

円
を
限
度
）

▼
耐
震
診
断
を
す
る
人　

建
築
士
法
の
規

定
に
よ
り
登
録
を
受
け
て
い
る
建
築
士
事

務
所
か
建
設
業
法
に
規
定
す
る
建
設
業
者

に
所
属
す
る
一
級
・
二
級
建
築
士
と
木
造

建
築
士

▼
補
助
対
象
と
な
る
耐
震
診
断　

㈶
日
本

建
築
防
災
協
会
の「
木
造
住
宅
の
耐
震
診

断
と
補
強
方
法
」ま
た
は
同
等
の
耐
震
診

断
方
法

※
市
の
無
料
簡
易
耐
震
診
断
を
事
前
に
受

診
し
て
く
だ
さ
い
。

●
耐
震
改
修

▼
対
象
建
築
物　

木
造
住
宅
で
昭
和
56
年

５
月
31
日
以
前
に
着
工
さ
れ
た
戸
建
て
住

宅
ま
た
は
２
分
の
１
以
上
を
住
宅
と
す
る

兼
用
住
宅
で
耐
震
性
が
不
足
し
て
い
る
物

※
建
築
基
準
法
に
適
合
し
て
い
る
他
、
所

有
者
、
階
数
、
工
法
、
耐
震
診
断
な
ど
一

定
の
基
準
が
あ
り
ま
す
。

▼
補
助
金
額　

耐
震
改
修
工
事
費
用
の
23

㌫
の
額（
予
算
の
範
囲
内
で
、
35
万
円
を

限
度
）

▼
補
助
対
象
と
な
る
耐
震
改
修　

㈶
日
本

建
築
防
災
協
会
の「
木
造
住
宅
の
耐
震
診

断
と
補
強
方
法
」に
よ
る
耐
震
改
修
設
計

で
市
が
認
め
た
後
、
実
施
す
る
工
事

※
耐
震
診
断
者
と
工
事
施
工
者
は
建
築
士

資
格
や
建
設
業
登
録
の
要
件
が
あ
り
ま
す
。

※
工
事
を
始
め
て
か
ら
の
補
助
申
請
は
で

き
ま
せ
ん
。事
前
に
相
談
し
て
く
だ
さ
い
。

【
耐
震
診
断
・
耐
震
改
修
共
通
】

▼
申
し
込
み　

補
助
金
等
交
付
申
請
書

（
建
築
指
導
課〈
市
役
所
５
階
〉に
あ
る
）に

必
要
事
項
を
記
入
の
上
、
必
要
書
類
を
添

付
し
て
、
直
接
建
築
指
導
課
へ

市
政
に
苦
情
が
あ
る
と
き―

―

市
政
相
談
委
員
制
度
の
利
用
を

自
治
振
興
課　

７
７
５-

４
５
９
７

　

７
７
５-

９
８
１
９

　

市
政
相
談
委
員
制
度
と
は
、
市
政
へ
の

苦
情
を
市
政
相
談
委
員
が
受
け
て
、
公

正
・
中
立
的
な
立
場
で
処
理
し
、
行
政
の

制
度
上
に
問
題
が
あ
る
場
合
は
、
市
に
改

善
や
是
正
を
促
す
も
の
で
す
。

▼
手
続
き　

市
役
所
、
各
支
所
・
出
張
所
、

主
な
公
共
施
設
に
あ
る「
苦
情
申
立
書
」に

記
入
し
て
、
自
治
振
興
課（
市
役
所
４
階
）

か
各
支
所
・
出
張
所
へ（
郵
送
も
可
）

▼
申
し
立
て
で
き
る
人　

市
政
へ
の
苦
情

で
直
接
利
害
の
あ
る
人（
原
因
と
な
っ
た

事
実
の
あ
っ
た
日
か
ら
１
年
以
内
の
も
の

に
限
る
）

「
市
長
へ
の
は
が
き
」

　

 ―

あ
な
た
の
声
を
市
政
に―

自
治
振
興
課　

７
７
５-

４
５
９
７

　

７
７
５-

９
８
１
９

　

市
民
の
皆
さ
ん
か
ら
寄
せ
ら
れ
る
多
く

の
意
見
を
で
き
る
だ
け
市
政
に
取
り
入

れ
、 「
心
の
触
れ
合
い
、
優
し
さ
を
大
切

に
し
た
活
力
あ
る
豊
か
な
上
尾
」を
つ
く

り
た
い
と
願
っ
て
い
ま
す
。
市
に
対
し
て

感
じ
て
い
る
こ
と
や
、
望
む
こ
と
な
ど
を

「
市
長
へ
の
は
が
き
」を
利
用
し
て
、
意
見

を
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

　

昨
年
度
は
、
２
７
２
件
の
貴
重
な
意
見

を
頂
き
ま
し
た
。
意
見
の
内
訳
は
、
健

康
・
福
祉
・
医
療
関
係
が
36
件
、
環
境
・

安
全
・
み
ど
り
関
係
が
61
件
、
保
険
・

年
金
・
税
・
証
明
関
係
が
７
件
、
ま
ち

づ
く
り
・
基
盤
整
備
関
係
が
27
件
、
教

育
・
文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
関
係
が
34
件
、

産
業
・
経
済
関
係
が
10
件
、
救
急
・
消
防

関
係
が
１
件
、
行
財
政
・
窓
口
接
遇
関
係

が
25
件
、
そ
の
他
71
件
で
し
た
。
こ
の
う

ち
、
市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
通
じ
て
、
電

子
メ
ー
ル
で
頂
い
た
も
の
は
１
４
７
件
で

し
た
。

　
「
市
長
へ
の
は
が
き
」は
、
総
合
案
内
窓

口（
市
役
所
1
階
）、
各
支
所
・
出
張
所
、

図
書
館
、市
民
体
育
館
、文
化
セ
ン
タ
ー
、

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
、
イ
コ
ス
上
尾

で
配
布
し
て
い
ま
す
。

　東日本大震災で被害を受けた人は、所得税の軽
減・免除が受けられ、税務署で手続きを行うこと
で所得税が還付となる場合があります。その他、
源泉所得税の徴収猶予や還付、廃車となった自動
車の自動車重量税の還付などの特例があります。
詳しくは、上尾税務署にお問い合わせいただくか
国税庁ホームページ（http://www.nta.go.jp/）をご
覧ください。

⇨上尾税務署（ 770－1800）

東日本大震災で被害を受けた人は
国税の軽減・免除が受けられます


